
国際企業環境の理論

田 中 則 仁

1は じ め に

企業 はよ賄 利な生産資源・ より大 きな市場 を求めて国境 を超 えて行動 し

てきた・その行動""wrと して・効率性の追求力§あったことは言 うまで もない
。

従来か ら市場占有率最大化・利潤極大イヒ涜 上高最大化など
,企 業 それぞれ

の具体的目標を追求 して続 。

企業の行動 は自国の繍 ・社会 に影響 を与 えるばか りでな く
,貿 易 直接

投資が行われれば湘 手国の繍,社 会に も同様の
,あ るいは相手国が発展

途鍛 階にあればより以上の講 を及ぼす ことになる
.近 年,躰 企業の海

外進出により相手国 との経灘 擦 はますます深刻の度 を深めている
.196。 年

代,繊 維,鉄 鋼の対米輸出は個別の財 ごとの2国 間の貿易収支不均衡 を発生

させ,1970年 代 には,不 均衡が より広範な財 に及ぶ と
,さ らに通商摩擦に拡

大 した。 そして1980年 代,日 本か らの輸出が さらに増 えると
,ア メ リカでの

自動韓 業 にみ られるように・相手国の当該産業 における塒 帰休
,擁 と

い うかたちで失業問題 を発展 させること1こなった
.2国 間の不均衡が搬 資

国において失業 を発生 させるようになると,こ れはまさに政治問題 とな り,

1)拙 稿 「蝶 の国際的拠点戦略と蝶 纏 」国際繍 学会年細 国際繍 』 第

39号,世 界経済研究協会,1988年 。
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企業の行動自身にも効率性 とは全 く異 なった次元 の行動規範が求められて き

てい観 本稿の目的は,多Qの イテ動 をまず現象面から鯉 し・国際企

業環境の枠組みを提示すると共 に,現 代の企業 に求められている社会的責任
ニの

を行動規範の次元で提示することである。

2多 国籍企 業論 のア プ ローチ

日本の産業構造がかつての輸入代替型から輸出指向型 に変化 してすでに久

しい。 この間に日本企業の海外進出 ま,単 なる製品輸出か らy販 売拠点の設

立,生 産拠点の展開 と相手国の経済社会 と深 く関わるようになって きた。企

業の多国籍化の過程で,さ まざまな分析がなされて きているが・全体像を捉

えうるような包括的なアプローチには必ず しもなっていない。そ こで本節で

は,多 国籍企業論分析のための4つ のアブ・一チと・さら培新 しい要素を組

み合わせi新 しい視点での多国籍企業論の見方 を考 えてい く。

図 、で は基本的な4つ のアブ・一チを円で・そして地域研究の新たな視点

を縦の軸 として描いている。その軸 は上方向に明示的な現象,す なわち政治

制度,社 会慣習の分析が必要なことを示 し,下 方向には黙示的な事象,っ ま

り相手国や地域の歴史,民 族,宗 教,文 イヒなど異文化理解の基礎 となる要素

への考察が不可欠であることを示 している。

(1)国 際経 済 的 ア プ ローチ

2)Marris,Robined.,TheCorporateSociety,TheMacmillanPressLtd.,1974.

(今 井 賢一 監 訳 『企 業 と社 会 の理 論 』 日本 経済 新 聞 社y1976年)

3)Bower,JosephL.「 道 徳 とは無 縁 な組 織 一一 効 率 の社 会 的 ・政 治 的 帰 結 に関

す る研 究 」,R.マ リス,同 上 書(1974)所 収 。

4)拙 稿 「企 業 の 多 国 籍 化戦 略 」 月刊 『貿 易 と産業 』通 商 政 策 広 報 社,1984年4

月号 か ら1985年2月 号 まで の隔 月号 所 収 。

2国 際経営論集No・21991



まず国際繍 のアブ・一チか硯 てみよう
。企業 は資本,労 働力源 材料 ,

技術 など生産要素の比較灘 性 を勘案 して生産立地 を考え
,と きには海外へ

進出 してい くことになる・ 日本企業の海外直接投資 は
,1985年 以来第3の ブ

ームになっている
。東南 アジアへの進出が豊富な労働力 と安価な賃金による

ものであることは言 うまで もない・相手国の技術水準が必ずしも高 くない場

合で も旧 本から設備・機械 オペv`シ ョン技術 鱒 入で きれば躁 業 に

とって大 きな支障 はないであろう・資本 についても,資 金の調達 コス トが安

くつ 暢 合には・企業 にとっての問題1まない
.198・ 年12月 鵬 躰 の外国為

瀦 理法 は原則舳 になってお り,外 国での起債潰 欄 達 は容易 にな
った

が湘 手国の資本市場の利点を活か しなが ら
,生 産,販 売で得た利益を還元

で きれば,経 済全体への貢献 も大 きい
。技術 については,す でに公表されて

いるさまざまな技術 鱒 入することもさることなが ら
,最 先端の技術開発が

なされている地域 に研究施設 を設立することで
,い わば集積の利益 を享受す

ることもで きよう。現代 の高度技術 の場合には
,研 究開発中の新技術 につい

ての情報を集め安いことも広臆 味での技術に関する利点 と考えら認
。

② 国際経営的アプローチ

企業に とって最 も主体性が発揮 される国際経営のアプローチを次にみてみ

よう。経営政策の考慮する範囲 は広範であるが
,大 きく分けて次の6点 にな

ろう・1)経 営戦略(投 資計画湘 織戦略を含む)
,2)生 産管理,3)労 務

人事管理・4)鯉 財務管理・5)マ ーケティング,6)研 究開発などがあ

る。

経営戦略の中で も投資戦略策定に際 して1ま
,海 外直搬 資のフィ_ジ ビリ

ティスタデ ィーが重要になる。海外直接投資においては,企 業 としての経営

判断だけで はな く,相 手国のさまざまな制度上の制約
,規 制な どがあ り,さ

5)田 中共編 『米国 の技術戦略』 日経 サイエンス社
,1988年 。

国際企業環境の理論3



図1多 国籍企業論 のアプ ローチ

地域研 究

(明示 的現象)

政治制度,社 会慣習

地域研 究

(黙示 的現象)

民族,宗 教,文 化等

らに国によって は宗教的背景,

民族的な特色が労務人事管理 に

大 きな影響 を与 えることになる。

その意味で地域研究 という新 し

い視点が必要になる(図1の 縦

軸)。地域研究の新 しい軸 につい

ては,後 にまた触れることにす

る。

(3)国 際法務的アプローチ

企業が海外で活動する場合に

は,必 ず相手国の法律,規 則 と

の関係が発生して くる。 これが

多国籍企業論の国際法的アプロ

ーチである。企業が海外法人設

立 に際 して関わるであろう法律,

規則,行 政指導などは法人設立

登記 に始 まって,税 制,外 国為

替管理,契 約など実に多岐にわ

たる。企業が多国籍化戦略を進める背景 として,タ ックスヘブンに代表 され

る税制上の優遇措置の活用がある。 たとえばアメリカにおける投資税減税 を

利用 した方が,日 本で同額の投資を利用するよりコス トが安価にな り,ひ い

ては投資の期待収益が高 くなる場合 には,企 業はこのような税制上,法 律上

の特典 を狙 って多国籍化 を促進するであろう。企業の多国籍化戦略の中で,

経営戦略や国際経済上の環境分析に比べて,国 際法務の研究 はまだ十分 とは

いえない。特 に日本企業の好調 な業績や優れたマーケティングカに対 して,

競争ではな く,法 律的な措置で対抗 しようと政府 に働 きかける企業 も外国に
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はある・そのとき躰 の企業 はダンピング
,あ るいは欧米社会で最 も忌盤

れ るアンフェア(不 公正)と 批判 され ることのないような準備 と対策が必要で

ある。 また中近東諸国 との紛争の際 にみ られ るように
,イ スラム法,す なわ

ちシャリアーの支配する地域 との法的債儲 務関係で問題が生 じたときには
,

国際私法の及ばない事態が発生することも想定 しておかなければならなll
。

(4)国 際関係論のアプローチ

カン トリー リスクという言葉が ここ数年 さまざまなかたちで取 り上げられ

ている・カン トリー リスクの定義 内叡 こついてまだ定 ま
った ものはないが,

カン トリー リスクをその国に内在す る投資 にとっての危険な要因 としておこ

う・世界経済のマク・の視点では,カ ン トリー リスクは累積債務問題 として

表面化 している・ また ミク・の視点で1ま企業の多国籍化戦略 と密接に関係 し

ている問題である。企業が投資,資 源調達,販 売の相手国 を分散 し多角化す

る理由 もヂ つには各国の抱えているリスクを考慮 しての行動である
.企 業

が多額の資本 と高度な技術 を投資 して設立 した法人が
,外 貨輔 やその他の

政治的理由により活動を規制 されてしまうこと1まこれ までにも少な くない
。

ましてや政勧 交代 を機 に企業が国有化 された1りすることは是が非で も避 け

ねばならない・今 日の企業 にとって,貿 易の拡大 と取引額の増加 は,と りも

直 さずカン トリー リスクの増加 と表嘉 体 の関係にある
.多 国籍化戦略の進

展 とともに,国 際情勢を正確 に把握することがます ます重要にな
って きてい

る。

企業の国際化戦略 は今後 も進むであろう
。 これ まで述べてきた4つ のアプ

ローチは,相 互 に補完的であ り
,い ずれ も不可欠の視点である。世界経済が

これか らも拡大 し,貿 易,投 資を通 じての各国 との関係が ますます緊密の度

6)拙 稿 「サ ウジア ラビアにお け る日本的経営の展開」村山元英・大泉光一繍 日

本型経営の現地資源化』白桃書房,1985年 。
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を増 してい くとするならば,そ れに伴 う便益 贋 用・信用の度合・繊 の度

合などを冷静に分析 していかなければならない。

(5)地 域研究の軸

上記の4つ のアブ・一チを縦に貫 く靴 して・地域研究の視点 を図1で 導

入 した。 これ は地域に対するより深 く正確 な理解をするためには,そ の国や

地域の民族,宗 教,文 化等に関す る理解 と配慮が不可欠だからである。4つ

の各アブ。一チが基本的には投資 をする側の立場 にたった分析であるのに文寸

して,地 域研究の視点 は相手国の中に身 をおいて歴史・民族・宗教 をも擦

しようとするものである。企業が人 によって成 り立つ組織である以上,相 手

国の人々 との接触 は当然 のことである.こ れまでは本社でのや り方をそのま

ま導入 しようとす る企業があれば,一 方,外 国の従業員 も同 じ人間なのだか

ら話せ ばわかると安易に考える経営者 も多かった。海外 に進出しようとする

企業の姿勢 としてはこのいずれかの立場 というよりも・その間であ りさらに

より深い理解 と交流を目指す ものでなければならない。地域研究の軸が相手

国社会の中でさらに どのように伸びてい くべ きか は,後 の節で改めて取 り上

げよう。

3国 際企業環境論の概念

国際企 業環境 論 とは

多 国籍企業 とは,2ケ 国以 上 にお い て 生 産 活 動 を して い る製造 業 の企業・

また は事 業活 動 を行 ってい る企業,と 最 も広 い定 義 を ここで は とってお く。

多国籍企業 の発展過程 は,19世 紀 の世 界 経済 の発::｠Fじ く・ ア メ リカ を基

点 に始 ま り,プ ロ ダ ク ト ・ラ イ フ ・サ イ クル の ように ヨー ロッパ,そ して 日

本 へ と続 い て きた.多 国籍 企 業 の活 動 に関 す る研 究 は従来 もっぱ ら直 搬 資

の効率性 を基準 に した企業行動 の視点 か らの分析 で あった。 その際 には,投

6国 際経営論集No21991



資国にある企業の本社 と被投資国にある支店 との上下関係 をともなった組織

の視点からの分析 にとどまらざるを得なかった(図2の 左側 にある本支店関

係)。

しかしすでに述べたように,日 本 と諸外国 との間の貿易不均衡 にみ られ る

国際経済関係の問題 は,主 体である企業があ くまで効率性 を規範 として行動

して きた結果,相 手国のある製品の市場 に影響 を与 えるにとどまらず
,相 手

国の産業構造への影響を通 じて,労 働市場,さ らには経済の諸現象の変化に

敏感な政治 をもまき込 むにいたった。その結果が どのように今 日の日本の経

済関係に影響 を与 えたかは,日 米構造協議などにみ られるアメリカあるいは

諸外国か らの厳 しい批判 を見れば明 らかであろう。一例 をあげればy1987年

7月 のアメリカ議会で当時のレーガン大統領が日本 を名指 しにはしなかった

ものの,「 いまアメ リカが求めているのは,自 由貿易ではな く,公 平な貿易で

ある。」 と語ったことか らも窺 える。 ここで重要 なことは,本 来効率性 を高

図2企 業組織と社会との関係の変化

業

社

企

本

府

会

業

民

会

政

議

企

国

社

→

團

地域本社

現地法人

支唐

社会

政府

議会

企業

国民

従来の本社 ・支店関係 今後の現地法人のありかた

緊密化する社会との関係
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め,そ れによってさらに望 ましい資源配分の状態 を達成 しようとす る自由競

争,自 由貿易の基盤 とする効率性基準が,結 果の公平 を求め,競 争条件の整

備 を求める公平性基準に移行 して きた ことである。経済の基本理念 において,

公平性が無視 されて きた ことはなかったし,現 在で も,市 場の欠陥を補完す

る目的か らさまざまな財政支出がなされ,そ れによって社会的公平性 を保 と

うという努力はなされてきた。 しかしそれはひ とつの国民経済の中で発生す

る市場 の欠陥を,中 央政府が補完するという1国 の閉鎖経済モデルのなかの

で きごとであ り,今 日各国が直面 している2国 間,あ るいは多国間の相互依

存性 を加味 したグロー一バルの均衡状態 をめざす ものではない。多国間で複数

の財市場 にまたが り,さ らに登場する経済主体が国内で,ま た対外的に相互

に利害を異にし,対 立するような状態が,い ま検討 しようとしている対象に

他ならない。本節のはじめに指摘 したように,海 外直接投資 によって企業が

投資相手国に進出 した際に,い ま求められているのは,本 社 との関係 をいか

に保つか よりも,相 手国社会でいかにして企業 としての市民権 を得,社 会的

な責任 を果たせるかにかかっているといえよう(図2の 右側にある現地法人

と地域社会 との関係)。 この点 は,先 に述べた公平性の概念 よりさらに踏み込

んだ,よ り積極的な意味あいをもった企業の行動規範の問題である。国際企

業環境論で は国際経済関係の多国間のモデルを,国 境 をつなぐ主体 に多国籍

企業をお くことで経済上の接点を求 め,企 業 と社会の関係 をグローバルに捉

えて論ずるものである。

4国 際企 業環境論 の フ レーム ワー ク

国際企業環境論で取 り扱 う対象領域 は非常に多岐にわたってお り,マ クロ

経済の構造か らミクロ経済の企業における経営管理,組 織戦略にまでおよぶ。

これ らの多様 な分析対象 を図に示 し,相 互 の関係 を位置づけたものが図3で

ある。

8国 際経営論集No.21991
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図3で は,全 体 を4つ の象限に分けている。第1象 限 は投資国の国内マク

ロ経済事象を扱い,第2象 限 は投資国国内の ミクロ経済すなわち企業行動 を

示 している。 さらに第3象 限では投資相手国の ミクロ経済,相 手国企業 との

関係,技 術等の経営資源の移転問題があ り,第4象 限では相手国のマクロ経

済 との関係,さ らに相手国社会 との関わ りをも含めて対象 としている。 これ

ら4つ の象限をつな ぐ原点に多国籍企業が位置づけられてお り,多 国籍企業

の行動が,マ クロ経済 に対 して も影響力を持ってきていることを示 している。

そこで第2象 限の企業の行動か らまず見てい くことにしよう。

(1)企 業の国際化戦略

企業 は事業規模の拡大過程で,国 内市場に とどまらず海外市場へも事業展

開を計 ってい く。製造業で は製品輸出を初めにてがけ,つ いで3年 か ら4年

の市場開拓の後に,相 手国に販売拠点 を設 け,さ らに6年 か ら7年 後 に生産
r)

拠点 を設立するという姿が平均的にみられた。 このパターンは産業によって,

企業の製品群 によって異なるであろうが,過 去の日本企業の海外進出形態 の

一例 になろう。

特 に,1985年 の先進5力 国蔵相 ・中央銀行総裁会議(G5)の プラザ合意

以降の ドル安,円 高が企業の経営戦略に大 きな影響 を与 えて きた。円の高騰

によって も原材料などの輸入品価格が低下せず,一 方,輸 出 した製品の現地

販売価格が引 き上げに くくなって くれば3そ の解決 はもはや企業に とって国

内に とどまることの難 しさを痛感 させただけであった。 さらに加 えて,経 済

摩擦 の批判が企業の製品輸出に向けられるようになると,企 業にとって日本

国内で操業す ることは,む しろ経済合理性 に反するようになってしまった。

ここで日本 とアメ リカの製造業平均賃金を比較 してみると次のようになる。

7)拙 稿 「地域開発 と産業 の国際化」 日本経済政策学会年報,第33号,『 地域 開

発 と産業政策』勤草書房,1985年 。
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表1日 米 の製造業平均賃金(時 間給換算 ・ドル蒙示)

1985198619871988

日 本

アメ リカ

6,998,249 ,8214.31

9,549,739.9110 .14

出典:日 本 労働省,ア メ リカ 商務省の統計各年版

平均賃金を各年の為替レー トの平均値で割った値

表1で 注目したいのは,日 米の平均賃金の格差が円高以降急速 に縮小 し,

1988年 には日本の賃金水準がアメ リカのそれを超 えてしまったことである
。

すでに指摘 した企業の海外直接投資が,経 営戦略 として合理性 を持つことは
,

この日米の賃金格差 を見て も明 らかである。敢 えて言 うならば,近 年の日本

企業の対米直接投資の増加 は,ア メ リカ という大 きなマーケットで,低 賃金

の労働者 を雇用で きる利点があったか らに他 ならない。海外進出日系企業の

進出動機 として,現 地生産,情 報収集,経 済摩擦回避 などがあげられている
。

低賃金,労 働力確保 という理由は,対 アジア投資の場合 に限定 されていたが
,

平均賃金水準でみる限 り,対 米投資で も当てはまりそうである。最近の 日本

国内における労働市場での人手不足問題 は深刻の度 を増 してお り,企 業が国

際化戦略 をとることの新 たな理由が生 じて きているといえよう。

企業の国際化戦略 は雇用確保,賃 金 コス トの抑制 という企業内部の必要欠

くべか らざる条件の変化によっても起 こることがわかったが,次 に企業が国

境 を超 えて事業を展開するとき,投 資相手国で どの ようなことが起 こるのか

を,先 の図3の 第3象 限にそ くしてみていこう。

② 企業の現地化

第3象 限の要点 は国際分業体制の進展,経 営資源の移転,経 営組織の改革

の3点 になろう。国際分業は水平的分業,垂 直的統合 と合わせて,企 業の拠

点戦略に立脚 した行動である。従来の国際分業の形態では,日 本国内で生産

国際企業環境の理論11



するには人件費等でコス ト割れをす る場合,労 働集約的な製造工程 のため,

労働力が確保で きない場合 などが主であった。近年の海外直接投資では企業

が世界戦略の中で各国の生産拠点をネッ トワーク化 し,文 字通 りのグmバ

ル ・ロジスティクスとして拠点 を位置づ けて きている(拙 稿,1988年)。

国際分業が現地調達 を増やすようになって くると,進 出企業の相手国産業

構造 との関係 は,地 場企業 といかにして協力,協 調関係 を持てるかにかかっ

て くる。 その段階になると企業の持つ経営資源の移転が どのように進むかが

問われて くる。技術者,経 営者 と現地雇用従業員 との労使関係,人 間関係 さ

らには,経 営情報の共有化な ど従業員の動機付けにつなが るさまざまな努力
8)

が求められる。

相手国の技術水準,企 業の対応等で一般化することは難 しいが,技 術移転

に関 して は,ア ジア諸国からみた日本企業の対応 は,き わめて消極的に映っ

ている。技術には最新の機械,機 器や先端技術 の特許等に代表 される形のあ

る技術いわばテクノロジー と,現 場 の職人が経験 と勘で身 につけた技能いわ

ばアー トの部分がある。多 くのアジア諸国が期待 しているのは,先 端技術で

あり,最 新 の研究成果に基づいたテクノロジーである。確かに先端技術 は今

後の発展可能性が大 き く,投 資収益 も高いことか ら期待感が強いのであるが,

相手国においてその技術 を受け止め,さ らに製品化 を推進 してい くには,相

当な技術力の蓄積が必要である。 ところが多 くの場合,発 展途上国の地場産

業の技術水準はそのような技術 を自家薬篭中の もの とするには不十分である。

技術 は基本的にはさまざまな製造技術の積 み上げの上で,高 度技術が花開

くのでなければ,所 詮,脆 弱な産業基盤の上の砂上の楼閣でしかない。技術

はその国,そ の産業 に最適な水準のものが導入 されるべ きだ という適正技術

の問題 を,そ れによって発展途上国の成長 をむ しろ磐石 にするために,考 え

8)佐 久 間賢 「日系家電5社 の現場 管理 スキル の国際比較」神奈川大学国際経営

研究所 『国際経営 フォーラム!第1号,1989年 。
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てお く必要があろう。

経営組織改革の視点 は,近 年企業が よりきめの細かい
,相 手国の現状 にあ

った経営判

9)す る必要があるとの舳 か ら譲 数本社制や分社化の謝 がな
されている。経営組織論か らの発想 とは別 に

,意 志決定の現実的な対応 と

しては・現地法人・支店が現地で判断 し
,決 定 してい くことが不可欠である。

躰 企業では特 に・本社が現地事情 を正確には把握 しないまま日本側の論理

で判断することが現在で も多い・ 日本人役員が所詮,数 年単位の駐在や出向

で現地法人 に くるのであればa結 局 は日本 を見なが ら仕事 をすることしかで

きなかったのであろう。 しか し相手国におけるその企業の存在が
,徐 々に大

きくなると,相 手国事情 を知 らない経営判断 というものはあ りえない
。東南

アジア諸国で大 きな成果 をあげている企業
,長 年にわたって安定 した経営を

続 けている企業は

IO)現地法人への意志決定の分権化が進んでいる蝶 と考 え
てまず間違 えがない。

経営資源の移転で最初に直面 し,最 後 まで残 るのは人材育成の問題である
。

この点 は進出企業か らすると,教 育研修,実 務研修 を施 して もむしろその成

果をもとに他社へ転職 してしまうという定着率の悪 さが
,日 本企業 において

深刻な問題 になっている・詳細 は別稿 に譲 るとして も
,rが お こなった共

同研究において,任 用昇格な どの処遇,権 限の委譲を相手国の事情 に合わせ

て欝 することで湘 当程度防げるとの結果がでていること指摘 してお き

た い 。

9)衣 笠洋輔 「日本企業 の国際化戦略 の新展開」神奈川大学経営学部 掴 際雛

論集』第1号,白 桃書房,1990年 。

10)拙 稿 「ASEAN地 域 への産業協力 の課題 」国鰹 済学会年報r国 際繍 』第

38号,世 界経済研究協会,1987年 。

lD中 小企業研 究所 『研修事業 の海外展開 と海外か らの研修生受入れに関する報

告』報告書番号90-11,中 小企業事業団,1990年 。
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⑧ 緊密化する国際経済関係

次 に図3の 第1お よび第4象 限をみていこう。企業の多国籍化戦略で見て

きたように,企 業の海外直接投資 は相手国経済 に大 きな影響 を与 えるばか り

でな く,自 国すなわち投資国にもさまざまな影響を及ぼしている。1980年 代

半 ばに日本でいわれていた産業の空洞化がそれである。生産部門が海外 に移

転す るために,国 内の生産設備が遊休化 し,余 剰労働力が排出されて労働市

場での失業が発生す るとの考 え方からでて きた。現実には1986年 か らの景気

上昇局面に支 えられて,鉄 鋼業で も粗鋼生産量1億 トンの状況で,空 洞化論

も忘れ去 られた感がある。 しか しなが ら,日 本の産業構造が技術集約的な産

業に移行 し,第3次 産業の付加価値比率が着実に上昇 していることをみれば,

製造業の内部で構造的な変化が進行 していることは否定で きない。

産業構造が調整過程にあることを想定すれば(拙 稿前掲論文1988年),マ

クロ経済か らの投資国 と相手国(被 投資国)の 関係 は,単 に企業段階の貿易

や投資を通 じて行われ る通商関係 とは別の次元で対応 していかなけれぼなら

ないであろう。経済協力 ・援助のありかたと基本理念 は,こ こで考 えている

企業の行動規範 とは相容れないものがある。政府のお こなう経済援助 は基本

的には発展途上国の社会資本整備 など,産 業基盤を形成するものになる。 こ

れ らの投資は工業化や経済発展にとって不可欠ではあって も,そ れか ら生み

出され る社会的な利益が長期 にわた り,懐 妊期間が長いため,企 業の投資に

はな りに くい。そのような社会資本整備 は,し たが って先進国の援助協力が

必要になる。国際社会の一員 として日本 に対する期待 はます ます高 まってい

る。国際企業環境論のフレームワー クで は,相 手国の投資環境整備 という点

で,二 つの国をつな ぐ役割 と位置づ けが,こ の経済協力 ・援助 にあるといえ

謬 。

12)拙 稿 「経 済援 助 政 策 」黒 川 和 美 ・大 岩雄 次 郎 編 『ゼ ミナ ー ル経 済 政 策 』 有 斐

閣 ブ ック ス,199ユ 年 。
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さらに資本移動から派生 して くる累積債務の問題 は
,金 融資本市場にも影

響 を与 えるであろう。企業環境に とっての重要な部分 として
,資 金の調達,

運用があ り,実 物面だけでない経済の事象 を的確 に捉 え
,理 解 してい くため

にも・累積債務問題 に代表 される国際資本移動の側面への考察が必要にな13)
。

国際企業環境論の これか らの重要な課題 になるものが
,第4象 限にあげた

現地化の必要性以降の流れである。 これ までの論点が発展途上国に固有の課

題であったのに対 して,現 地化の要請,そ れに伴 う諸課題は,海 外進出企業

が何処においても直面するであろう相手国の社会 との接点を何 に求めるかと

いう問題である。外国にあっては社会慣習
,制 度など,そ の国の歴史,宗 教,

民族的特質から派生 してきたものである。人間 としては互 いになんら変わ る

ことがないにも拘わ らず,海 外進出企業 の失敗
,撤 退事例で例外 な く挙がる

のが,相 手国のパー トナー との対立,労 務人事上 の問題 であることを考 える

と,表 現形態の違 う文化 に出会 い,そ の文化 といかに相互作用を保 ってい く

かが,ま ず第1の ポイン トになる。 そして相手 の文化を異文化 として忌避す

ることは論外であるが,単 に文化的な背景の違いを認め合 うだけでは社会 に

おける企業のあ り方 として消極的な感 を免れない
。

む しろ相手国社会にどのようにして とけ込めるか
,そ の積極的な行動の規

範 として,い ま企業 に求められているのは,自 国の社会 と同様相手国社会に

おける企業の社会的責任の自覚,敢 えていうなら 「社会性」である。企業が

地域社会 と共 に行動 し,発 展 してい くことの意義 を認 めていかなければな ら

ない。 日本製のさまざまな品物が世界 の市場 を席巻 しているが
,ア ジアの諸

国において,日 本製品の品質を除 くと,日 本 に対する評価が必ず しも高 くな

いのは,日 本人の顔が見えないか らだといわれている
。 日本人 の暮 しやもの

の考 え方が,相 手国の人々に伝わっていないその事実を
,私 たちは考 えてい

13)拙 稿 「金融 ・資本市場 の市場 開放 」国際経済学会年報 『国際経済』第36号
,

世界経済研 究協会,1985年 。
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か なければな らない。

5む す び

国際企業 として 日本企業に限 らず,多 くの大企業が世界の市場で競 ってい

る。 ここで改めて企業の行動規範 に効率性 だけで はない,公 平性,社 会性 と

いう考 え方を導入しなければ企業 と社会 はますます遊離 し,均 衡ある相互の

発展は勤 ないであろう・残念なが槻 状において社会 との撚 を欝 して・

自らの行動 を定めてい こうとする企業は非常に少ないのが実態である。

企業行動の新規範 として,効 率性,公 平性に続 く社会性 という考 え方が定

着す るのは先のことなのであろうか。か りに人々の意識が,企 業の倫理が変

化す るのに時間がかかって も,企 業を中心 とした 「公的秩序の道徳的基礎の

転秘 がなんとして城 されなければならないであろう.国 際企業環職 と

い うフレームワークはその ときまでの過渡的な指針で しかないか も知れない。

しかし新たな公的秩序を模索 しつつ,常 に企業 と社会 と相互依存関係 を確立

してい く枠組 みになるであろう。(1990.10.記)

14)松 岡 紀 雄 「EC市 場 統 合 と企 業 広 報 」所 収 の ア メ リカ企 業 の 社会 貢 献 の 背 景 に

関 す る論 述,AP-74-75,神 奈 川 大 学 国 際 経 営研 究 所 『国 際 経 営 フ ォー ラ ム』 第

1号,1990年 。

15)Burns,Tom「 法人 企 業体 制 の原 理 」,R.マ リ ス,前 掲 書(1974)所 収 。
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